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   「大 学」：学術の研究および教育の最高機関． 
   「大学院」：学術の理論および応用を教授・研究し、その深奥を極めて文化の進 
         展に寄与することを目的とする機関． 
   現状の大学は学術の研究および教育の最高機関としては物足りなく、大学院がその役割を 
  担うようになってきたと考えざるを得ません．その理由は、 
（２）進学率の増大と学生の多様化が進み、従来より１ランク学制を下げてそのレベル等を理 
  解する必要があるのではないかと言うことです（図１参照）． 
（３）独立行政法人化と独立採算性の問題は、その内容が明らかになってきました．独立行政 
  法人化の実施は必至と考えざるを得ませんが、独立採算性にはならない様です．しかし、平 
  成１２年度から、校費等の配分方針が根本的に変わることを考えれば、独立採算性に近づき 
  つつあり、大学財政の健全化のためには科学研究費、産学連携等外部資金の導入の必然性は 
  一層強くなるでしょう．   
（４）大学間格差の拡大は明白であります．すなわち、大学院重点化と独立行政法人化の結果、 
  大大学（旧制帝大など）を頂点に大学間格差が広がり、かつ、同一大学内においても学部間  











   大大学（旧制帝大系）が中心となる．大学院は全て「博士課程」を備え、全学が先端的 
   高度な教育・研究を行う、 
Ⅱ群：一部は「大学院重点大学」相当： 
   大学院重点化大学相当の部分は先端的教育・研究を行うが、修士課程のみの研究科およ 
   び専攻は教育中心である．すなわち、同一学内に一部博士課程（標準５年の課程：独立 
   研究科、独立専攻など）を持つが、他は修士までの課程である、 
Ⅲ群：その他の「大学」： 
   修士課程までを主体とする教育中心の大学であり、教官個人としての研究はありえるが、 
   組織として、すなわち大学として先端的高度な研究を実施しているとは認知されない、 






















































  大学は４年一貫教育の方針及びその実施体制の組織を強化し、有機的に機能させるため、 




















































   高等教育は学部には期待できない．本来の大学教育としての高度の専門教育は大学院を 



























































注１：「一貫教育」という言葉が学内の一部で誤用されているので注意すること．「一貫       
     教育」とは本来その期間全学生が教育対象になることである． 
 注２：「初期高等教育」は修士課程修了程度のレベルを指し、本来の高度な先端的「高等教 
     育」への導入部と位置付ける． 
 
 
















































  先端的高等教育・研究はここを中心に行う．野生植物科学研究センターは大学院教育を担 
  うことにすることが良い． 
（２）各研究科の後期課程は独立研究科に集約する． 
  現行の各研究科は修士課程までとし、「教育」を行う． 
（３）各教員は独立研究科に専任教員資格を持ち、兼担を行うことができるように研鑚をつむ． 
  博士号の指導・授与の機能は独立研究科で果たす． 
（４）独立研究科教員は５年間を目途に見直しを行う． 
  独立研究科には専任教員をおく必要があるが、研究業績・教育評価を５年毎にきちんと行  
  い、必要に応じて各学部教員と入れ替えることもあり得る．この評価には学外者の意見を  
  十分に取り入れる． 
（５）独立研究科には全学から平等に大学院学生が入れるようにする． 
  独立研究科では本来博士後期課程までの進学者が優先されるべきであろうが、前期課程修 
  了時に社会へ出ることは可能にする．さらに、大学院教官は学部学生の教育指導も行うこ 
   ととする． 
（６）独立研究科は本学のシンボルであることを踏まえ、その予算規模は本来の予算規模に見 
  合うようにし、他と平等にする必要はない．２１世紀には、残念ながら、全学が平等であ 





































































































   ており、前期課程までの組織を見ると他学部の研究科と同等である． 
注４．「独立研究科」以外は学内の再編成を行うことになる．それらの分類分けに、ここでは現 


























































































































する価値がある．         
（平成１１年８月２０日 記） 
 
